2　定款雛型（一般財団法人）
条文の前の　◎印→必要的記載事項　　　
○印→相対的記載事項
△印→任意的記載事項
　　　　　　　　　　　　　　　　　　各条に記載の条文は関連条文

条の初めに◎○等の記号がある場合には、その条の項、号全体にその性質

が及びます。　項や号ごとに付されている記号が異なる場合は、同じ条の中でも、記載の性格が異なることとなります
	　一般財団法人○○○○定款
　　　第1章　総則
　（名称）
◎第1条　この法人は一般財団法人○○○○と称する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛法人法153①二｝
　（事務所）
◎第2条　この法人は、主たる事務所を東京都○○区に置く。　　　　　　　　　【注1　従たる事務所】　　　　　　　　　　　　｛法人法153①三｝　　　　　
　　　第2章　目的及び事業
　（目的）
◎第3条　この法人は、○○○○に関する事業を行い、○○○○に寄与することを目的とする。　　　　　　　　　　　　　｛法人法153①一｝　
　（事業）
◎第4条　この法人は、前条の目的を達成するため、次の事業を行う。
　　(1) ○○○○の△△△△その他××××及び○○○○に関する△△△△の普及
　　(2) △△△△において××××を行う○○○○の推進
　　　：
　　　：
　　(n) その他この法人の目的を達成するために必要な事業
　　　　　　　　　　　　
　　　第3章　資産及び会計
　（基本財産）
○第5条　この法人の目的である事業を行うために不可欠な財産は、この法人の基本財産とする。　　　　　　　　　　　　　｛法人法172②｝　
2　基本財産は、この法人の目的を達成するために善良な管理者の注意をもって管理しな ければならず、基本財産の一部を処分しようとするとき及び基本財産から除外しようとするときは、あらかじめ理事会及び評議員会の承認を得なければならない。　　　　　　　　　｛法人法172②｝
　　　　【注2　旧寄付行為の定めの削除】
　（事業年度）
◎第6条　この法人の事業年度は、毎年○月○○日に始まり翌年○月○○日に終わる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛法人法153①十｝　
　（事業計画及び収支予算）
△第7条　この法人の事業計画書、収支予算書については、毎事業年度開始の日の前日までに、代表理事が作成し、＜例1：理事会の承認、例2：理事会の決議を経て、評議員会の承認＞を受けなければならない。これを変更する場合も、同様とする。
2　前項の書類については、主たる事務所（及び従たる事務所）に、当該事業年度が終了するまでの間、備え置きするものとする。
　　　　　　　　　　　　【注3　公益財団法人との違い】　
　（事業報告及び決算）
《会計監査人を置いている場合の例》
＜Ａ案＞　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛法人法199、123～127｝
△第8条　この法人の事業報告及び決算については、毎事業年度終了後、代表理事が次の書類を作成し、監事の監査を受け、かつ、第3号から第5号 までの書類について会計監査人の監査を受けた上で、理事会の承認を経て、定時評議員会に報告しなければならない。
　　(1) 事業報告
　　(2) 事業報告の附属明細書
　　(3) 貸借対照表
　　(4) 損益計算書（正味財産増減計算書）
　　(5) 貸借対照表及び損益計算書（正味財産増減計算書）の附属明細書
　
2　前項第3号から第5号までの書類については、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規則第48条に定める要件に該当しない場合には、 前項中、定時評議員会への報告に代えて、定時評議員会の承認を受けなければならない。
3　第1項の書類のほか、次の書類を主たる事務所に5年間（、また、従たる事務所に3年間）備え置きするとともに、定款を主 たる事務所（及び従たる事務所）に備え置きするものとする。
　　(1) 監査報告
　　(2) 会計監査報告
　
《会計監査人を置いていない場合の例》
＜Ｂ案＞
△第8 条 この法人の事業報告及び決算については、毎事業年度終了後、代表理事が次の書類を作成し、監事の監査を受けた上で、理事会の承認を経て、定時評議員会に提出し、第1 号及び第2 号の書類についてはその内容を報告し、第3 号から第5号までの書類については承認を受けなければならない。
(1) 事業報告
(2) 事業報告の附属明細書
(3) 貸借対照表
(4) 損益計算書（正味財産増減計算書）
(5) 貸借対照表及び損益計算書（正味財産増減計算書）の附属明細書
2 前項の書類のほか、次の書類を主たる事務所に5 年間（、また、従たる事務所に3 年間）備え置きするとともに、定款を主たる事務所（及び従たる事務所に）に備え置きするものとする。
(1) 監査報告
　　　第4章　評議員
　（評議員）
△第9条　この法人に評議員○○名以上○○名以内を置く。
｛法人法173三｝
【注4　旧寄付行為の評議員の定めの削除】
  （評議員の選任及び解任）
《　A　評議員会で選任するケース》　　　　　　　　　｛法人法153①八｝
◎第10条　評議員の選任及び解任は、評議員会の決議をもって行う。

《　B　評議員選定委員会で選任等するケース》　　　　｛法人法153①八｝
◎第11条  評議員の選任及び解任は、評議員選定委員会において行う。
2　評議員選定委員会は、評議員1名、監事1名、事務局員1名、次項の定めに基づいて選任された外部委員2名の合計5名で構成する。
3　評議員選定委員会の外部委員は、次のいずれにも該当しない者を理事会において選任する。
　(1) この法人又は関連団体（主要な取引先及び重要な利害関係を有する団体を含む。以下同じ。）の業務を執行する者又は使用人
　(2) 過去に前号に規定する者となったことがある者
　(3) 第1号又は第2号に該当する者の配偶者、3親等内の親族、使用人（過去に使用人となった者も含む。）
4　評議員選定委員会に提出する評議員候補者は、理事会又は評議員会がそれぞれ推薦することができる。評議員選定委員会の運営についての細則は、理事会において定める。
5　評議員選定委員会に評議員候補者を推薦する場合には、次の事項のほか、当該候補者を評議員として適任と判断した理由を委員に説明しなければならない。
　　(1) 当該候補者の経歴
　　(2) 当該候補者を候補者とした理由
　　(3) 当該候補者とこの法人及び役員等（理事、監事及び評議員）との関係
　　(4) 当該候補者の兼職状況
6　評議員選定委員会の決議は、委員の過半数が出席し、その過半数をもって行う。ただし、外部委員の1名以上が出席し、かつ、外部委員の1名以上が賛成することを要する。
7　評議員選定委員会は、前条で定める評議員の定数を欠くこととなるときに備えて、補欠の評議員を選任することができる。
8　前項の場合には、評議員選定委員会は、次の事項も併せて決定しなければならない。
(1) 当該候補者が補欠の評議員である旨
(2) 当該候補者を1人又は2人以上の特定の評議員の補欠の評議員として選任するときは、その旨及び当該特定の評議員の氏名
(3) 同一の評議員（2以上の評議員の補欠として選任した場合にあっては、当該2以上の評議員）につき2人以上の補欠の評議員を選任するとき は、当該補欠の評議員相互間の優先順位
9　第7項の補欠の評議員の選任に係る決議は、当該決議後4年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時評議員会の終結の時まで、その効力を有する。
　（任期）
△第11条　評議員の任期は、選任後4年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時評議員会の終結の時までとする。
｛法人法174①｝
○2　任期の満了前に退任した評議員の補欠として選任された評議員の任期は、退任した評議員の任期の満了する時までとする。
{法人法174②}
△3　評議員は、第10条に定める定数に足りなくなるときは、任期の満了又は辞任により退任した後も、新たに選任された者が就任するまで、なお 評議員としての権利義務を有する。　　　　　｛法人法175①｝
　（評議員に対する報酬等）
◎第12条　評議員に対して、＜例：各年度の総額が○○○○○○円を超えない範囲で、評議員会において別に定める報酬等の支給の基準に従って 算定した額を、報酬として＞支給する。　　　　　　｛法人法196｝
　　　　　【注5　評議員の報酬等の考え方】
　　　第5章　評議員会
　（構成）
△第13条 　評議員会は、すべての評議員をもって構成する。
｛法人法178①　整備法89④｝
　　　　　　　【注6　旧寄付行為の評議員会規定の削除】
　（権限）
第14条　評議員会は、次の事項について決議する。　　　｛法人法178②｝
△　(1) 理事及び監事＜並びに会計監査人＞の選任及び解任
○　(2) 理事及び監事の報酬等の額
○　(3) 評議員に対する報酬等の支給の基準
△　(4) 貸借対照表及び損益計算書（正味財産増減計算書）○並びにこれらの附属明細書の承認
△　(5) 定款の変更
△  (6) 残余財産の処分
○　(7) 基本財産の処分又は除外の承認
△　(8) その他評議員会で決議するものとして法令又はこの定款で定められた事項
（会計監査人を置いていない場合、＜＞内は不要）
　※下線部分の○印は、この部分が相対的記載事項
　　【注7　最高意思決定機関たる評議員会と評議員】
　　【注8　理事の選任方法の無効な事例・許容される事例】
　（開催）
△第15条　評議員会は、定時評議員会として毎年度○月に1回開催するほか、（○月及び）必要がある場合に開催する。　　　　　｛法人法179｝
　　【注9　事業計画等承認の評議員会】
　（招集）
△第16条　評議員会は、法令に別段の定めがある場合を除き、理事会の決議に基づき代表理事が招集する。　　　　　　　　　　｛法人法179③｝
2　評議員は、代表理事に対し、評議員会の目的である事項及び招集の理由を示して、評議員会の招集を請求することができる。
｛法人法180①｝
　（決議）
△第17条　評議員会の決議は、決議について特別の利害関係を有する評議員を除く評議員の過半数が出席し、その過半数をもって行う。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛法人法189①｝

2　前項の規定にかかわらず、次の決議は、決議について特別の利害関係を有する評議員を除く評議員の＜例：3分の2以上＞に当たる多数をもって行わなければならない。　　　　　　　　｛法人法189②｝
　△(1) 監事の解任
　○(2) 評議員に対する報酬等の支給の基準
△(3) 定款の変更
　○(4) 基本財産の処分又は除外の承認
　△(5) その他法令で定められた事項
△3　理事又は監事を選任する議案を決議するに際しては、各候補者ごとに第1項の決議を行わなければならない。理事又は監事の候補者の合計数 が第20条に定める定数を上回る場合には、過半数の賛成を得た候補者の中から得票数の多い順に定数の枠に達するまでの者を選任することとする。
　　　【注10　代理人・書面による議決権行使・決議の省略】
　（議事録）
△第18条　評議員会の議事については、法令で定めるところにより、議事録を作成する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛法人法193｝
2　出席した評議員及び理事は、前項の議事録に記名押印する。
　　　第6章　役員＜及び会計監査人＞
　（役員＜及び会計監査人＞の設置）
△第19条　この法人に、次の役員を置く。　　　　｛法人法65③、170①｝
　(1) 理事　○○名以上○○名以内
　(2) 監事　○○名以内
△2　理事のうち1名（○名）を代表理事とする。
△3　代表理事以外の理事のうち、○名を業務執行理事とする。
○＜4  この法人に会計監査人を置く。＞
　　　【注11　理事長という通称名・略称名の使用】
　　　【注12　会計監査人を置く場合とは】
　（役員＜並びに会計監査人＞の選任）
△第20条　理事及び監事＜並びに会計監査人＞は、評議員会の決議によって選任する。
2　代表理事及び業務執行理事は、理事会の決議によって理事の中から選定する。
（会計監査人を置かない場合、＜＞内は不要）
　　　　【注13　旧寄付行為の会計監査人の定めの削除】
　（理事の職務及び権限）
△第21条　理事は、理事会を構成し、法令及びこの定款で定めるところにより、職務を執行する。　　　　　　　　　　　　　｛法人法84、92｝
2　代表理事は、法令及びこの定款で定めるところにより、この法人を代表し、その業務を執行し、業務執行理事は、＜例：理事会において別に 定めるところにより、この法人の業務を分担執行する。＞
 3　代表理事及び業務執行理事は、3か月に一回以上、自己の職務の執行の状況を理事会に報告しなければならない。{法人法197条、91条2項}
　（監事の職務及び権限）
△第22条　監事は、理事の職務の執行を監査し、法令で定めるところにより、監査報告を作成する。　　　　　　　　　　　　　｛法人法99②｝
2　監事は、いつでも、理事及び使用人に対して事業の報告を求め、この法人の業務及び財産の状況の調査をすることができる。
△＜（会計監査人の職務及び権限）
第23条　会計監査人は、法令で定めるところにより、この法人の貸借対照表及び損益計算書（正味財産増減計算書）並びにこれらの附属明細書を監査し、会計監査報告を作成する。　　　　　　｛法人法107①｝
2　会計監査人は、いつでも、次に掲げるものの閲覧及び謄写をし、又は理事及び使用人に対し、会計に関する報告を求めることができる。
　　(1) 会計帳簿又はこれに関する資料が書面をもって作成されているときは、当該書面
　　(2) 会計帳簿又はこれに関する資料が電磁的記録をもって作成されているときは、当該電磁的記録に記録された事項を法令で定める方法により表示したもの＞　　　　　　　　　　　　　　　｛法人法107②｝
（会計監査人を置かない場合は、第24条は不要）
　（役員＜及び会計監査人＞の任期）
△第24条　理事の任期は、選任後2年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時評議員会の終結の時までとする。　　　｛法人法66｝
△2　監事の任期は、選任後4年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時評議員会の終結の時までとする。　　　　｛法人法67①｝
○3　補欠として選任された理事又は監事の任期は、前任者の任期の満了する時までとする。　　　　　　　　　　　　　　　　　｛法人法67②｝
△4　理事又は監事は、第20条に定める定数に足りなくなるときは、任期の満了又は辞任により退任した後も、新たに選任された者が就任するまで、なお理事又は監事としての権利義務を有する。　｛法人法75①｝
△＜5　会計監査人の任期は、選任後1年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時評議員会の終結の時までとする。ただし、その定 時評議員会において別段の決議がされなかったときは、再任されたものとみなす。＞　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛法人法69｝
（会計監査人を置かない場合、＜＞内は不要）
　（役員＜及び会計監査人＞の解任）
△第25条　理事又は監事が、次のいずれかに該当するときは、評議員会の決議によって解任することができる。　　　　　　　｛法人法176①｝
　(1) 職務上の義務に違反し、又は職務を怠ったとき。
　(2) 心身の故障のため、職務の執行に支障があり、又はこれに堪えないとき。
＜2　会計監査人が、次のいずれかに該当するときは、評議員会の決議によって解任することができる。　　　　　　　　　｛法人法176②｝
　　　(1) 職務上の義務に違反し、又は職務を怠ったとき。
　　　(2) 会計監査人としてふさわしくない非行があったとき。
　　　(3) 心身の故障のため、職務の執行に支障があり、又はこれに堪えないとき。
＜3　監事は、会計監査人が、前項第1号から第3号までのいずれかに該当するときは、（監事全員の同意により、）会計監査人を解任することがで きる。この場合、監事は、解任した旨及び解任の理由を、解任後最初に招集される評議員会に報告するものとする。＞
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛法人法71｝

（会計監査人を置かない場合、＜＞内は不要）
　（報酬等）
《A案　報酬有り》
○第26条　理事及び監事に対して、＜例：評議員会において別に定める総額の範囲内で、評議員会において別に定める報酬等の支給の基準に従って算定した額を＞報酬等として支給することができる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛法人法89、105①｝
《B案　非常勤無報酬》
○第27条　理事及び監事は、無報酬とする。ただし、常勤の理事及び監事に対しては、＜例：評議員会において別に定める総額の範囲内で、評議 員会において別に定める報酬等の支給の基準に従って算定した額を＞報酬等として支給することができる。
＜2　会計監査人に対する報酬等は、監事の（過半数の）同意を得て、理事会において定める。＞　（会計監査人を置かない場合、＜＞内は不要）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛法人法110｝
　　　【注14　理事・監事の報酬等の考え方】
　　　【注15　役員以外の者の名称（相談役等）】
　　　第7章　理事会
　（構成）
△第27条　理事会は、すべての理事をもって構成する。　｛法人法90①｝
　　　【注16　旧寄付行為の理事会設置規定の削除】
　（権限）
△第28条　理事会は、次の職務を行う。　　　　　　　　｛法人法90②｝
　(1) この法人の業務執行の決定      
　(2) 理事の職務の執行の監督
　(3) 代表理事及び業務執行理事の選定及び解職
　（招集）
○第29条　理事会は、代表理事が招集する。　　　　　　　｛法人法93｝
2　代表理事が欠けたとき又は代表理事に事故があるときは、各理事が理事会を招集する。
　（決議）
△第30条　理事会の決議は、決議について特別の利害関係を有する理事を除く理事の過半数が出席し、その過半数をもって行う。　　｛法人法95｝
○2　前項の規定にかかわらず、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律第197条において準用する同法第96条の要件を満たしたときは、理事会の決議があったものとみなす。　　　　　　　　　　｛法人法96｝
　　　　　【注17　理事会決議の省略方法】
　（議事録）
△第31条　理事会の議事については、法令で定めるところにより、議事録を作成する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛法人法97｝
2　出席した理事及び監事は、前項の議事録に記名押印する。
　　　第8章　定款の変更及び解散
（定款の変更）
△第32条　この定款は、評議員会の決議によって変更することができる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛法人法200｝
○2　前項の規定は、この定款の第3条及び第4条（及び第11条）についても適用する。
【注18　定款変更に裁判所の許可必要となる事例】
　（解散）
△第33条　この法人は、基本財産の滅失によるこの法人の目的である事業の成功の不能その他法令で定められた事由によって解散する。
｛法人法202｝【注19　収益事業課税との関係-非営利性徹底法人･共益的活動法人】　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
第9章　公告の方法
　（公告の方法）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛法人法331｝
◎第34条　この法人の公告は、
＜例1：官報に掲載する方法＞
＜例2：東京都において発行する○○新聞に掲載する方法＞　　　　　　
＜例3：電子公告＞
＜例4：主たる事務所の公衆の見やすい場所に掲示する方法＞
　　　により行う。
＜例3の場合＞
○2　事故その他やむを得ない事由によって前項の電子公告をすることができない場合は、＜例1：官報、例2：東京都において発行する○○新聞に掲載する方 法＞による。  
　　　附　則
△1､この定款は、この法人の成立の日から施行する。

△2､この法人の設立当初の事業年度は、第6条規定にかかわらず、この法人の成立の日から平成○○年○月○日までとする。

◎3、この法人の設立者の氏名または名称及び住所は次のとおりである。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛法人法153①四｝

　　　住所　東京都○○区　××町1-1-1

　　　氏名　△△　○○

　　　住所　東京都○○区　××町2-2-2

　　　氏名　△△　○○

　　　住所　東京都○○区　××町3-3-3

　　　氏名　△△　○○

◎4､設立に際して設立者が拠出する財産及びその価額は次のとおりとする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛法人法153①六｝
　　　　氏　　　　名　□□　○○　

　　　　拠出する財産　×××××円

　　　　　　　

◎5　この法人の設立時評議員、設立時理事及び設立時監事＜、及び設立時会計監査人＞は、次に掲げる者とする。

設立時評議員

○○○○
○○○○
､､､､

設立時理事

○○○○
○○○○

○○○○

　　　設立時監事

○○○○

　

　＜設立時会計監査人＞
　　　○○○○

（会計監査人を置かない場合、＜＞内は不要）
　　　　：
　＜特例民法法人が一般財団法人への移行の場合の附則は下記を参照＞

1 この定款は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律第121 条第1 項において読み替えて準用する同法第106 条第1 項に定める一般法人の設立の登記の日から施行する。

2､この法人の最初の代表理事は○○○○とする。

3､一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律第121 条第1 項において読み替えて準用する同法第106 条1 項に定める特例民法法人の解散の登記と、一般法人の設立の登記を行ったときは、第33 条の規定にかかわらず、解散の登記の日の前日を事業年度の末日とし、設立の登記の日を事業年度の開始日とする。
4､この法人の最初の評議員は次に掲げるものとする。
　　○○○○
　　○○○○
　　○○○○

　　○○○○

　、、、、、

別表　基本財産（第5条関係）
┌────────────────────────┐
│財産種別　　　　│場所・物量等　　　　　　　　　│
┌────────────────────────┐
│土地　　　　　　│○○㎡　　　　　　　　　　　　│
│　　　　　　　　│××市▽▽町3-5-1 　　　　　　│
│　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　│
┌────────────────────────┐
│建物　　　　　　│○○㎡　　　　　　　　　　　　│
│　　　　　　　　│××市▽▽町3-5-1 　　　　　　│
│　　　　　　　　│4階建 　　　　　　　　　　　　│
┌────────────────────────┐
│投資有価証券　　│××株式 ○○株 　　　　　　　│
│　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　│
│　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　│
└────────────────────────┘
│美術品　　　　　│絵画○点　　　　　　　　　　　│
│　　　　　　　　│○年○月以前取得　　　　　　　│
│　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　│
└────────────────────────┘


	


【記載上の注意事項】
【注1　従たる事務所】第2条　　　公益社団法人【注１】と同じ
【注2　旧寄付行為の定めの削除】第5条
民法34条による旧財団法人の寄附行為における基本財産に関する定めは、法人法上の基本財産に関する定めとしては効力を有しなくなります。定款変更の案の作成に当たっては、寄附行為の基本財産に関する規定を削除した上で、新たに基本財産に関する規定を新設するという形にする必要があります（整備法89 条6項）。移行前に寄付行為を変更して法人法上の基本財産を定めている場合はその必要ありません。
【注3　公益社団法人との違い】第7条　
法人法には事業報告と決算に関する規定しかなく、事業計画及び収支予算に関する定めはありませんが記載する場合にはこのような記載となります。

　なお、認定法では事業計画書、収支予算書及び設備投資の見込み等の作成・備置きが求められており（認定法21条）ますので、公益法人の場合には、これらの事項についても定款で規定しておくことが望ましいといえます。
【注4　旧寄付行為の評議員の定めの削除】第10条
旧民法34条の旧財団法人の寄附行為における評議員を置く旨の定めは、法人法上の評議員を置く旨の定めとしては効力を有しなくなりました。
定款変更の案の作成に当たっては、寄附行為の評議員に関する規定を削除した上で、新たに評議員に関する規定を新設するという形にする必要があります（整備法89 条4 項）。移行前に寄付行為を変更して法人法上の評議員等を設置している場合は別です。
【注5　評議員の報酬等の考え方】第13条
公益社団法人【注20】の理事・監事の報酬等の考え方を参考にしてください。
【注6　旧寄付行為の評議員会規定の削除】第14条
　　　第10条の【注7　旧寄付行為の評議員の定めの削除】と同じ趣旨
【注7　最高意思決定機関たる評議員会と評議員】第15条
新制度においては、財団法人の運営の適正を確保するため、「評議員」の資格を有している者に対し評議員会の議決権を与え、理事、監事、会計監査人の選解任権、報酬等の決定権を与えて役員等の人事権を独占させています。
また決算の承認、定款の変更など法人運営における重要事項の最終的な意思決定権をも付与しています。
さらに、評議員には、理事の違法行為の差止請求権、役員等の解任の訴えの提訴権など法人の適切な業務運営を確保するための種々の権利も付与されている上に、４年間の任期が保障されていますので、自らの意思で辞任しない限りは原則としてその地位を失うことはないなど、その独立性も強く保障されています。
【注8　理事の選任方法の無効な事例・許容される事例】第15条
＜無効となる事例＞
１ 「理事の選任は、代表理事（又は設立者）が行う」との定め　→
評議員会の理事の選任権限を奪っており無効。
２ 「評議員会において理事を選任する場合には、代表理事（又は設立者）の同
意を得なければならない」旨の定め　→　評議員会以外の者（機関）に拒否
権（事実上の決定権）を与えることとなり得るため無効。
　＜許容される事例＞
　評議員会が理事を選任又は解任する場合には、設立者又は定款で指定した者の意見を参考にすることができる」旨の定め　→　評議員会以外の者（機関）に拒否権（事実上の決定権）を与えているとまではいえないため、許容される。
【注9　事業計画等承認の評議員会】第16条
事業計画書や収支予算書等の承認のために、毎事業年度開始前に、評議員会を開催する場合であっても、法人法上は、臨時評議員会の位置付けになります。
【注10　代理人・書面による議決権行使・決議の省略】第18条
公益社団法人【注23代理人・書面による議決権行使・決議の省略】の事例は社団法人の理事会の説明ですが、評議員会の場合も同じですのでその部分を参照。
【注11　理事長という通称名・略称名の使用】第20条
公益社団法人【注16　「理事長」という通称の使用】を参照。
【注12　会計監査人を置く場合とは】第19条
一般法人にあっては、貸借対照表の負債の部に計上した額の合計額が200 億円以上である大規模一般社団法人については、会計監査人を置かなければならず、その旨を定款に規定する必要があります（法人法2 条3 号、170 条2 項、171 条）。
　　　なお、一般法人の場合とは異なり、公益法人の場合は、収益又は費用及び損失の額が1000億円以上、貸借対照表の負債の部の総額が50億円以上の場合に（認定法施行令6 条）会計監査人を置かなければならず、その旨を定款に規定する必要があります（認定法5 条12 号、法人法170 条2 項）
【注13　旧寄付行為の会計監査人の定めの削除】第19条
旧財団法人の寄附行為における会計監査人を置く旨の定めは、法人法上の会計監査人を置く旨の定めとしては効力を有しないので、定款変更の案の作成に当たっては、寄附行為の会計監査人に関する規定を削除した上で、新たに会計監査人に関する規定を新設するという形にする必要があります。なお移行前に寄付行為を変更して法人法上の会計監査人等を設置している場合は別です。
【注14　理事・監事の報酬等の考え方】第27条
公益社団法人の【注20　理事・監事の報酬等の考え方】を参照。

【注15　役員以外の者の名称（相談役等）】第27条
公益社団法人の【注21　役員以外の者の名称（相談役等）】参照。

【注16　旧寄付行為の理事会設置規定の削除】第28条
旧財団法人の寄附行為における理事会を置く旨の定めは、法人法上の理事会を置く旨の定めとしては効力を有しないので、定款変更の案の作成に当たっては、寄附行為の理事会に関する規定を削除した上で、新たに理事会に関する規定を新設するという形にする必要があります（整備法89 条4 項）。なお移行前に寄付行為を変更して法人法上の理事会等を設置している場合はその必要はありません。

　【注17　決議の省略】第31条
　　公益社団法人の【注23　代理人・書面による議決権行使・決議の省略】４、理事会決議の省略方法を参照。
【注18　定款変更に裁判所の許可必要となる事例】第33条
　　　財団法人は、評議員会の特別決議（法人法189 条2 項）によって定款を変更することができますが、定款の「目的」と「評議員の選任及び解任の方法」の部分については、一般社団法人設立時、定款の変更の案に、評議員会の決議によって変更できる旨を定めていなければ、特別な事情があって裁判所の許可を得ない限り変更することができなくなりますので注意が必要です（法人法200 条2項）。なお特例財団法人の定款の変更は、旧主務官庁の認可を受けなければ、その効力を生じません（整備法94⑥）。
　
【注19　収益事業課税との関係-非営利性徹底法人･共益的活動法人】第33条

前掲の一般社団法人の定款の【注24　収益事業課税との関係-非営利性徹底法人･共益的活動法人】を参照。

参考資料
· 移行認定のための「定款の変更の案」作成の案内（内閣府）
・移行認定又は移行認可の申請に当たって定款の変更の案を作成するに際し特に留意すべき事項について（平成20年10月10日　内閣府公益認定等委員会）
